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【調査の概要】 

１ 調査方法  調査の協力を電子メールにより行い、回答は秋田県電子申請・登録サービスによる 

２ 調査期間  令和６年１１月１日～１２月２７日（金） ※令和６年度１０月１日現在の情報で回答 

３ 調査対象  公立私立を含む県内全ての幼稚園・保育所・認定こども園等 

４ 調査項目          ※「外国につながる子ども」とは、国籍を問わず、文化的言語的に多様な背景をもつ子どものこと 

〇外国につながる子どもの有無  

  〇外国につながる子どもの在籍クラス、母語、日本語の程度 

〇日本語教育実施の有無、理由、必要と考える支援  

〇外国につながる子どもの保護者との対応、課題等  

〇管轄市町村の相談窓口、支援内容  

〇施設での取組、受入れ・保育等においての課題 

５ 調査結果 

  〇対象施設   ３６０施設 

  〇回答       ２９２施設 

  〇回答率     ８１．１％ 

 



【Ｑ１．令和６年 10 月１日現在、在籍している子どものうち、「外国につながる子ども」はいますか。】 

 

 回答いただいた２９２施設のうち、外国につながる子どもが在籍している施設は全体の７３施設（２５％）となっている。 
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いる 73 

いない 219 
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75%

いる いない
N=２９２ 



 外国につながる子どもが在籍している７３施設のうち、秋田市が３７施設と最も多く、次いで横手市が９施設となっている。残りの施設

は、県内１２市町に散在している。 
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◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ２.対象の子どもは何歳児クラスに在籍していますか。人数を入力してください。】 

 対象の子ども１２２人は、０～５歳児の各クラスに在籍しており、３歳未満児よりも３歳以上児のクラスに多い傾向がある。 
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◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ３．対象の子どもの母語ごとにその人数を入力してください。】 

 対象の子ども１２２人のうち、母語が「日本語」が４１人と最も多く、次いで「中国語」が２２人、「英語」が１２人、「フィリピン語」が１０人

となっている。ほかにも、ベトナム語やウルドゥー語など多様な言語を母語とする子どもが在籍している。 
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50%

15%

15%

4%

3%

3% 10% 問題なくできる

ほぼ問題ないが時々通じない言葉

がある

簡単なやり取り程度ならできる

身体反応を通してやり取りができる

あまりできない

ほとんどできない

まだ発語がない

◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ４．対象の子どもは、貴施設での生活に必要な日本語による会話はどの程度できますか。程度別に人数を入力してください。】 

 対象の子どもの１２２人のうち、「日本語による会話は問題なくできる」という子どもが 69 人（５０％）と最も多い。次いで「ほぼ問題な

いが時々通じない言葉がある」という子どもが２１人（１５％）、「簡単なやり取り程度ならできる」という子どもが２０人（１５％）、「身体

反応を通してやり取りができる」という子どもが６人（４％）となっている。一方、「あまりできない」という子どもが４人（３％）、「ほとんど

できない」という子どもが４人（３％）となっている。 
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問題なくできる 69 

ほぼ問題ないが時々通じない言葉がある 21 

簡単なやり取り程度ならできる 20 

身体反応を通してやり取りができる 6 

あまりできない 4 

ほとんどできない 4 

まだ発語がない 14 

N=１２２ 



◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ５．外国につながる子どものために、施設として日本語教育を行っていますか。 】 

 外国につながる子どもが在籍している７３施設のうち、施設として日本語教育を行っている施設は１５施設（２１％）、行っていない施設

は５８施設（７９％）となっている。 

 

 （施設） 

日本語教育をやっている 15 

日本語教育をやっていない 58 
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◇Ｑ５.で「行っている」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ６．外国につながる子どものために、施設として行っている日本語教育の内容についてお答えください。 （複数回答可）】 

 施設として日本語教育を行っている１５施設のうち、「個別もしくは集団の中で遊びを通して行っている」が１２施設と最も多く、次いで

「個別に簡単な言葉で伝えたり、繰り返し伝えたりしている」が１０施設となっている。 
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（施設） 



◇Ｑ５. で「行っていない」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ７．外国につながる子どものために、施設として日本語教育を行っていない理由についてお答えください。 （複数回答可）】 

 施設として日本語教育を行っていない 5８施設のうち、「特に行う必要性がない」が４７施設と最も多く、次いで「日本語教育を行う人

材が確保できない」が１０施設、「日本語教育を行うノウハウがない」が９施設となっている。 
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◇すべての施設にうかがいます。 

【Ｑ８．外国につながる子どものために日本語教育を行うに当たって、必要と考える支援についてお答えください。（複数回答可）】 

 ２９２施設のうち、「日本語教育を行う人材（支援員等）についての支援」が１９１施設と最も多く、次いで「関係機関との相談・連携に

ついての支援」が１５３施設、「管轄市町村による支援について」が１１１施設となっている。 
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◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ９．外国につながる子どもの保護者との対応についてお答えください。（複数回答可）】 

 外国につながる子どもが在籍する７３施設のうち、「やさしい日本語で対応している」が５６施設と最も多く、次いで「お便り等だけでな

く口頭でも内容を確認している」が３７施設となっている。 
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◇すべての施設にうかがいます。 

【Ｑ１０．外国につながる子どもの保護者への対応に当たって、困っていることや課題だと感じることについてお答えください。（複数回答可）】 

２９２施設のうち、 「意思疎通に関すること」が２２８施設と最も多く、次いで、「情報伝達に関すること」が２０７施設、「子ども理解に

関すること」が１５９施設、「宗教・文化・生活習慣の違いに関すること」が１４８施設となっている。 
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◇すべての施設にうかがいます。 

【Ｑ１１．外国につながる子どもに対する支援の仕方や教材、保護者への対応などについて、管轄市町村に相談できる体制はありますか。】 

 ２９２施設のうち、「ある」が１１２施設（３８%）、「ない」が１８０施設（６２％）となっている。 
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◇Ｑ１１．で「ある」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ１２．管轄市町村との連携による主な支援内容についてお答えください。（複数回答可）】 

 Ｑ１１.で「ある」と回答した１１２施設のほとんどが管轄市町村所管課を挙げていた。その支援内容は、「関係機関との相談・連携につ

いての支援」が７５施設と最も多く、次いで、「日本語教育を行う人材（支援員等）についての支援」が３４施設となっている。 
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◇Ｑ１. で「いる」と回答した施設にうかがいます。 

【Ｑ１３．外国につながる子どもの受入れ・保育等に当たり、貴施設で行っている取組等で特に力を入れていることについてお答えください。

（複数回答可）】 

 外国につながる子どもが在籍している７３施設のうち、、「保護者との対応に関すること」が６０施設と最も多く、次いで「職員と子ど

もとのコミュニケーションに関すること」が５２施設となっている。 
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◇すべての施設にうかがいます。 

【Ｑ14．外国につながる子どもの受入れ・保育等において、現場として特に課題だと感じていることについて、お答えください。】 

２９２施設のうち、「職員と子どもとのコミュニケーションに関すること」が１８３施設と最も多く、次いで、「宗教・文化・生活習慣の違い

への配慮に関すること」が１０３施設、「支援員、専門の職員等の配置等に関すること」が７２施設となっている。 
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（施設） 



◇すべての施設にうかがいます。 

【Ｑ15．外国につながる子どもの保育や日本語教育、受入れ等に当たってのご意見やご要望がありましたら、自由にお書きください。】 

 外国につながる子どもをこれまでに受け入れたことがある園では、特に問題がなかった園もあったが、保護者とのコミュニケーションや

連絡等のやり取りの難しさを感じていた園があった。また、まだ受け入れたことがない園からは、支援員や補助金、翻訳機等の貸出を望

むなど、管轄市町村からの支援を期待する声があった。以下に抜粋して記載する。 

 

・母親は日本語が流暢なため、あまり支援の必要性を感じなかった。保護者にも子どもにも分かりやすい対応を心掛けていきたい。 

・両親ともに日本語を理解しない場合があった。園だけでは意思疎通が難しく、市からの支援があればいいと感じた。 

・保護者が日本語がほぼ通じなかったため、伝言などの確認を念入りにする必要があり、対応に苦労することも多かったが、異文化や生活

習慣の学びも多い。 

・全く日本語が話せない保護者の子どもの受入れの要望があった場合のことを考えると不安である。管轄市町村による支援が必要と思う。 

・安心して子どもの受入れができるようにするためには、国や行政、関係機関との連携、バックアップが不可欠だと感じる。 

・文化の違いから、周りの子どもへの対応に戸惑うことがある。 

・受入れに当たっては、言語や宗教・生活習慣などに関する情報収集や、保護者との面談を密にしていく必要がある。 

・そのときの必要性に応じて、いろいろな機関からの支援や相談体制などがあれば、お互いに安心かと思う。 

・関係機関や管轄市町村に入所時はもちろん、定期的に連絡をいただき現状の確認や相談に乗っていただければ心強い。 


